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1. 設置許可基準規則への適合性の概要
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2. 設置許可基準規則への適合性

（第五条、第六条）
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2. 設置許可基準規則への適合性（第五条）

⚫ 設置許可基準規則の要求事項

規則等 要求事項 設計方針 特記事項

設置許可基
準規則（注1）

第5条第2項

兼用キャスクは、次のいずれかの津波に対して安
全機能が損なわれるおそれがないものでなければ
ならない。
一 兼用キャスクが津波により安全機能を損なう
かどうかをその設置される位置のいかんにかかわ
らず判断するために用いる合理的な津波として
原子力規制委員会が別に定めるもの

二 基準津波

原子力規制委員会が別に定める
もの（兼用キャスク告示（注3）で
定める津波）を考慮。

MSF-24P(S)型（C-SE-
2110271（注 4 ））及び
HDP-69BCH(B)型（C-
SE-2201261（注 5））と
同様。

設置許可基
準規則解釈
（注2）別記４
第5条第2項

津波による遡上波の波力及び漂流物の衝突に
対して、その安全機能が損なわれるおそれがない
こと。

津波による遡上波の波力及び漂
流物の衝突に対して、その安全機
能が損なわれないよう設計する。

質量100トンの漂流物の衝突とすること。 質量100トンの漂流物の衝突を
考慮。

波力及び衝突による荷重については、同時に作
用させること。

波力及び衝突による荷重を同時
に作用。

(注１) 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」
(注２) 発電用原子炉施設に係る特定機器とし「使用済燃料貯蔵施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」
(注３) 「兼用キャスクが安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のいかんにかかわらず判断するために用いる地震力等を定める

告示」
(注４) 発電用原子炉施設に係る特定機器として型式証明を受けたMSF-24P(S)型（C-SE-2110271）を示す。

ただし、MSF-24P(S)型に関する記載は公開情報に基づくものである。
(注５) 発電用原子炉施設に係る特定機器として型式証明を受けたHDP-69BCH(B)型（C-SE-2201261）を示す。

ただし、 HDP-69BCH(B)型に関する記載は公開情報に基づくものである。

設置許可基準規則(注１) 第5条（津波による損傷の防止）の要求事項に対するHitz-P24型の設計方針を
下表に示す。
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2. 設置許可基準規則への適合性（第五条）

⚫ 審査ガイドの確認内容

確認内容 津波による損傷の防止に対する設計方針 先行型式との比較（注３）

設定方針 津波 兼用キャスク告示（注２）で定める津波を考慮。
・浸水深10m
・流速20m/s
・漂流物質量100トン

承認を受けたMSF-24P(S)型・HDP-
69BCH(B)型と同じ

基本方針 安全機能維持 津波による作用力に対してその安全機能が損なわれな
いよう設計する。

承認を受けたMSF-24P(S)型・HDP-
69BCH(B)型と同じ

設計・評価
の方針

津波波力 「東日本大震災における津波による建築物被害を踏ま
えた津波避難ビル等の構造上の要件に係る暫定指
針」に基づき津波波力を設定。

承認を受けたMSF-24P(S)型・HDP-
69BCH(B)型と同じ

漂流物の衝突
荷重

「道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造
編）」に基づき漂流物の衝突荷重を設定。

承認を受けたMSF-24P(S)型・HDP-
69BCH(B)型と同じ

荷重の組合せ 津波波力及び漂流物の衝突荷重を組み合わせ、兼用
キャスクの最も厳しくなる位置に作用。

承認を受けたMSF-24P(S)型・HDP-
69BCH(B)型と同じ

評価方法 ・津波荷重を包絡する設計荷重が作用しても、特定兼
用キャスクの安全機能が損なわれないことを確認。
・設計荷重作用時の特定兼用キャスクの評価はFEM

解析に基づく応力評価等により行う。

承認を受けたHDP-69BCH(B)型と同じ
考え方

(注記) 黄色着色箇所は、Hitz-P24型に特有の考慮を含む事項。
(注１) 「原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用乾式キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイド」
(注２) 「兼用キャスクが安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のいかんにかかわらず判断するために用いる地震力等を定める

告示」
(注３) 詳細は、「参考２．承認を受けたキャスクとの違い（Hitz-B52型・MSF-24P(S)型・HDP-69BCH(B)型）」参照。

審査ガイド(注１) の確認内容に対するHitz-P24型の津波による損傷の防止に対する設計方針を下表に示す。
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2. 設置許可基準規則への適合性（第五条）

⚫ 評価結果
➢ 密封境界部及びバスケットに生じる応力は評価基準を満足する。

➢ 外筒及び伝熱フィンは破断しないため、評価基準を満足する。

評価部位 応力の種類
応力（注1）

（MPa）
評価基準（注2）

（MPa）

一次蓋密封シール部 PL＋Pb＋Q 75 230

一次蓋ボルト σm＋σb 405 913

バスケットプレート 圧縮応力 8 57

表 津波荷重を包絡する設計荷重作用時の構成部材の応力評価結果

（注1）各評価部位のうち、評価基準に対する余裕が最も少ない結果を記載。
（注2）津波荷重に対する評価基準を示す。

評価部位 評価項目 評価結果 評価基準

外筒 外筒がせん断破壊する漂流物の大きさ 113mm以下 破断しない（注1）

伝熱フィン ー ー 破断しない（注2）

表 漂流物が外筒に衝突した場合の外筒及び伝熱フィンの評価結果

（注1）質量100tの漂流物の衝突範囲は113mmよりも十分大きいと考えられるため、外筒は破断しない。
（注2）伝熱フィンの外側に取付けられる外筒が破断しないため、伝熱フィンも破断しない。

以上のとおり、津波荷重が作用した場合に生じる応力等が評価基準を超えないことから、Hitz-

P24型の安全機能が損なわれるおそれはない。したがって、Hitz-P24型は津波による損傷の防
止に係る設置許可基準規則の要求事項を満足している。

設置変更許可申請において別途確認を要する条件
➢ なし。
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2. 設置許可基準規則への適合性（第六条）

⚫ 設置許可基準規則の要求事項

規則等 要求事項 設計方針 特記事項

設置許可基
準規則（注1）

第6条第4項

兼用キャスクは、次に掲げる自然現象が発生した場合において
も安全機能を損なわないものでなければならない。
一 兼用キャスクが竜巻により安全機能を損なうかどうかをその
設置される位置のいかんにかかわらず判断するために用いる
合理的な竜巻として原子力規制委員会が別に定めるもの

原子力規制委員会が
別に定めるもの（兼用
キャスク告示（注3）で定
める竜巻）を考慮。

MSF-24P(S) 型 （ C-
SE-2110271（注4））
及 び HDP-69BCH(B)
型 （ C-SE-2201261
（注5））と同様。

二 想定される森林火災 型式証明申請の範囲
外とする。

－

設置許可基
準規則（注1）

第6条第6項

兼用キャスクは、次に掲げる人為による事象に対して安全機能
を損なわないものでなければならない。
一 工場等内又はその周辺において想定される兼用キャスクの
安全性を損なわせる原因となるおそれがある爆発

二 工場等の周辺において想定される兼用キャスクの安全性を
損なわせる原因となるおそれがある火災

設置許可基
準規則解釈
（注 2）別記4
第6条第2項

竜巻による飛来物の衝突に対して、その安全機能を損なわな
いものであること。

竜巻による飛来物の衝
突に対してその安全機
能が損なわれないよう
設計する。

MSF-24P(S)型（C-
SE-2110271（注4））
及びHDP-69BCH(B)
型（C-SE-2201261
（注5））と同様。

(注１) 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」
(注２) 発電用原子炉施設に係る特定機器とし「使用済燃料貯蔵施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」
(注３) 「兼用キャスクが安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のいかんにかかわらず判断するために用いる地震力等を定める

告示」
(注４) 発電用原子炉施設に係る特定機器として型式証明を受けたMSF-24P(S)型（C-SE-2110271）を示す。

ただし、MSF-24P(S)型に関する記載は公開情報に基づくものである。
(注５) 発電用原子炉施設に係る特定機器として型式証明を受けたHDP-69BCH(B)型（C-SE-2201261）を示す。

ただし、 HDP-69BCH(B)型に関する記載は公開情報に基づくものである。

設置許可基準規則(注１) 第6条（外部からの衝撃による損傷の防止）の要求事項に対するHitz-P24型の
設計方針を下表に示す。
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2. 設置許可基準規則への適合性（第六条）

⚫ 審査ガイドの確認内容

確認内容 外部からの衝撃による損傷の防止に対する設計方針 先行型式との比較（注２）

設定方針 最大風速 最大風速100m/sとして設計荷重を設定 承認 を 受 け た MSF-24P(S) 型 ・
HDP-69BCH(B)型と同じ

設計飛来物 「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」解説表4.1に
基づき、兼用キャスクに与える影響が最大となるものを
選定

承認 を 受 け た MSF-24P(S) 型 ・
HDP-69BCH(B)型と同じ

基本方針 安全機能維持 竜巻による作用力に対してその安全機能が維持される
よう設計する。

承認 を 受 け た MSF-24P(S) 型 ・
HDP-69BCH(B)型と同じ

飛来物の衝突荷重 飛来物の圧潰挙動を無視し、Rieraの式を用いて算出 承認 を 受 け た MSF-24P(S) 型 ・
HDP-69BCH(B)型と同じ

評価方法 ・飛来物の衝突荷重が設計荷重（注1）に包絡されるこ
とを確認。
・設計荷重作用時の特定兼用キャスクの評価はFEM

解析に基づく応力評価等により行う。

承認を受けたHDP-69BCH(B)型と
同じ考え方

(注記) 黄色着色箇所は、Hitz-P24型に特有の考慮を含む事項。
(注１) 第5条「津波による損傷の防止」に示す津波荷重を包絡する条件として設定した荷重
(注２) 詳細は、「参考２．承認を受けたキャスクとの違い（Hitz-B52型・MSF-24P(S)型・HDP-69BCH(B)型）」参照。

審査ガイド(注１) の確認内容に対するHitz-P24型の外部からの衝撃による損傷の防止に対する設計方針を下
表に示す。
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2. 設置許可基準規則への適合性（第六条）

⚫ 評価結果
（1）密封境界部及びバスケット
➢ 設計荷重が作用した場合にHitz-P24型の安全機能が維持されることが確認されている。
（第5条「津波による損傷の防止」参照）

（2）外筒
➢ BRL（Ballistic Research Laboratory）式を用いて求めた限界貫通厚さは最大9mm程度

であり、外筒の板厚20mmより小さい。よって、外筒は破断しない。

（3）伝熱フィン
➢ 伝熱フィンの外側に取付けられる外筒が破断しないため、伝熱フィンも破断しない。

飛来物の種類
計算条件 限界貫通厚さ

（mm）質量（kg） 速度（m/s） 等価直径（m）

鋼製板 135 51 0.276 8.9

表 限界貫通厚さの計算結果

以上のとおり、飛来物の衝突荷重が作用した場合に生じる応力等が評価基準を超えないことか
ら、Hitz-P24型の安全機能が損なわれるおそれはない。したがって、Hitz-P24型は外部からの衝
撃による損傷の防止に係る設置許可基準規則の要求事項を満足している。

設置変更許可申請において別途確認を要する条件
➢ 火災及び外部からの衝撃については、貯蔵施設で想定される条件においてHitz-P24型の安全機能

が損なわれないこと。
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3. 指摘事項（コメント）リスト
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３．指摘事項（コメント）リスト

No. 受領日 コメント内容 該当条文 コメント回答 対応状況

1
2021/11/11
審査会合

特定機器を使用することが
できる原子炉施設の条件の
記載については、条件が明
確に記載されていないものが
あるので、今後審査の中で
整理して説明すること。

全般

臨界防止機能、除熱機能に係る条件については、
第14回審査会合資料1-1の中の「２．設置許可
基準規則への適合性（第十六条）」の説明で回
答する。

臨界防止機能、除熱
機能に対する条件につ
いては、第14回審査会
合で回答。

閉じ込め機能に係る条件については、第15回審査
会合資料1-1の中の「２．設置許可基準規則への
適合性（第十六条）」の説明で回答する。

閉じ込め機能に対する
条件については、第15
回審査会合で回答。

遮蔽機能に係る条件については、第16回審査会合
資料1-1の中の「２．設置許可基準規則への適合
性（第十六条、第四条）」の説明で回答する予定。
⇒P.11参照

遮蔽機能に対する条件
については、第16回審
査会合で回答予定。

2
2021/11/11
審査会合

評価に用いた解析のコード
について、それぞれの適用性
について、検証の方法や適
用性を整理して説明すること。
既許可で使用したコードで
あっても、バージョンや核定
数の違いがある場合はそれ
を含めて適用性を説明する
こと。

4条,5条,
6条,16条

臨界防止機能の評価にはSCALEコードシステム
（SCAL6.2.1）（臨界計算はKENO-V.a、断面
積ライブラリはENDF/B-Ⅶに基づく252群の多群断
面積ライブラリ）を用いている。
SCALEコードシステムについては、Hitz-P24型の評
価条件に類似する複数の臨界実験ベンチマーク解
析を実施して、適用性を確認している。
除熱機能評価では、崩壊熱計算にORIGEN2
（ORIGEN2.2UPJ）、温度計算にABAQUSを
用いている。
ORIGEN2については、ANS標準崩壊熱データによ
り検証され、Hitz-P24型に収納する使用済燃料と
同等の冷却条件における適用性を確認している。
ABAQUSについては、Hitz-P24型と同等の伝熱形
態を有する兼用キャスクの伝熱試験により検証され
適用性が確認されている。

臨界防止機能、除熱
機能の評価に用いた解
析コードについては、第
14回審査会合で回答。
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３．指摘事項（コメント）リスト

No. 受領日 コメント内容 該当条文 コメント回答 対応状況

2
2021/11/11
審査会合

評価に用いた解析のコードについて、それぞ
れの適用性について、検証の方法や適用
性を整理して説明すること。既許可で使用
したコードであっても、バージョンや核定数の
違いがある場合はそれを含めて適用性を説
明すること。

4条,5条,
6条,16条

遮蔽防止機能の評価では線源強度評
価にORIGEN2（ORIGEN2.2UPJ）、
線量当量率計算にDOT3.5コードを用
いている。
ORIGEN2については、ANS標準崩壊
熱データにより検証され、Hitz-P24型に
収納する使用済燃料と同等の冷却条
件における適用性を確認している。
DOT3.5コードについては、使用済燃料
輸送容器において、測定値と解析値の
比較により妥当性の確認を行っている。
また、断面積ライブラリには、遮蔽性能に
関するベンチマーク解析で信頼性が確
認されているJENDL-3.3に基づく
MATXSLIB-J33を用いる。

遮蔽機能に対する条
件については、第16
回審査会合で回答
予定。
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３．指摘事項（コメント）リスト

No. 受領日 コメント内容 該当条文 コメント回答 対応状況

3
2021/11/11
審査会合

バスケットは複雑な構造をしているので、バ
スケットプレート及びバスケットを支持する部
分にどのように力が伝わっていくか説明する
こと。

4条,5条,
6条,16
条

バスケット構造の詳細については、第14回審査
会合資料1-1の中の「参考１．Hitz-P24型の
概要（構造・収納条件等）」に示す。（P.30
～34参照）
バスケットは内側部と外側部に分割されており、
それぞれアルミニウム合金製のプレートを軸方向
に重ねた構造である。プレートはタイロッドで軸方
向に連結されており、径方向はリーマピンで位置
決めされている。
内側部は外側部に囲まれた空間に挿入される
（固定はされていない。）。内側部が径方向に
移動する場合は、外側部に平面で支持される
構造であり、内側部（燃料集合体含む）の荷
重は外側部に伝達される。
外側部は本体胴に支持され、また固定金具に
より径方向には本体胴に固定されており、外側
部（燃料集合体含む）の荷重は内側部から
伝達されるものも含めて、本体胴に直接伝達す
るか、固定金具を介して本体胴に伝達する。

第14回審査会
合で回答。

4
2021/11/11
審査会合

地震、津波、竜巻の評価では、一部の部
材の応力評価結果のみが示されているが、
基準要求事項としては、告示の条件に対
してキャスクの安全機能が損なわれないこと
であるので、４つの安全機能を担保する
キャスクの部材の応力評価結果を示し、安
全機能の維持の成立性を定量的に説明
すること。また、設計基準値の考え方も説
明すること。
さらに、津波、竜巻については、外運搬規
則の0.3m落下の衝突荷重と比較してい
る考え方や適切性についても説明すること。

4条,5条,
6条

地震、津波、竜巻の評価については、第16回
審査会合資料1-1の中の「２．設置許可基準
規則への適合性（第十六条、第四条、第五
条、第六条）」の説明で回答する予定。
⇒P.5～13参照

第16回審査会
合で回答予定。
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３．指摘事項（コメント）リスト

No. 受領日 コメント内容 該当条文 コメント回答 対応状況

5
2021/11/11
審査会合

臨界評価における「技術的に想定されるい
かなる場合」について、例えば燃料装荷時
の満水状態や、排水時の水位変化などの
状態をすべて考慮して臨界防止できること
の説明をすること。

16条

Hitz-P24型への燃料装荷から貯蔵施
設への搬入、搬出、燃料取出しまでの
ハンドリングフローを整理し、各取扱い
モードにおけるHitz-P24型の条件を踏
まえた臨界防止機能の成立性を確認し
ており、例えば燃料装荷時の満水状態
や、排水時の水位変化などの状態等の
使用済燃料を収納した条件下で、技術
的に想定されるいかなる場合でも中性
子実効増倍率が0.95以下となる設計
となっていることを確認している。

詳細は、第14回審査会合資料1-1の
中の「２．設置許可基準規則への適
合性（第十六条）」の説明の中で回
答する。
⇒P.9～12参照

第14回審査会合で
回答。

6
2021/11/11
審査会合

金属ガスケットの長期健全性について、公
開知見などどのような技術的根拠を使った
のかを明確にした上で説明すること。

16条
今後回答する。 未

（今後回答予定）

7
2021/11/11
審査会合

バスケット用アルミニウム合金の設計用強
度を決めるまでの一連の流れについて、以
下の点を明確にすること。
・考え方、評価方法を含め国内でどのよう
な許認可実績を持っているか
・評価方法、評価結果を使うにあたって具
体的にどのような検証がなされてきているか
・今回本申請にこの考え方を適用すること
について、どのように適用性を整理し、どのよ
うな根拠があるか

全般

今後回答する。 未
（今後回答予定）
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３．指摘事項（コメント）リスト

No. 受領日 コメント内容 該当条文 コメント回答 対応状況

８
2022/2/8
審査会合

臨界防止機能については、減速材（水）
がキャスク内に偏在することなく均一に排出
できる構造であるとしていることについて、バ
スケットプレートの構造面の特性等を踏まえ
て、詳細に説明すること。

16条

Hitz-P24型の取扱いにおいて、使用済
燃料を収納した状態での容器内水の水
位の変動が想定されるのは、以下の場
合である。
・燃料装荷後の排水時
・燃料取出し前の注水時

Hitz-P24型のバスケットは、燃料格子
は軸方向に貫通しており、最底部のバス
ケットプレートの下面側には、燃料格子
間及び燃料格子からバスケット外周部
につながる溝が設けてあり、ドレンパイプ
から容器外へ排水される流路となってい
る。また、水ギャップ部については、最上
部及び最下部のバスケットプレートを除く、
その間のプレートは軸方向に貫通してお
り、最上部のバスケットプレートの下面側
及び最底部のバスケットプレートの上面
側には、水ギャップから近傍の燃料格子
につながる溝が設けてあり、燃料格子内
の水と同じ流路で排水される設計となっ
ている。
そのため、注排水時にバスケット格子内
部と水ギャップとの水位差はほとんど生じ
ない。
詳細は、第15回審査会合資料1-1
（本資料）の中の「4．指摘事項への
回答」の説明で回答する。

第15回審査会合で
回答。
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３．指摘事項（コメント）リスト

No. 受領日 コメント内容 該当条文 コメント回答 対応状況

９
2022/2/8
審査会合

除熱機能については、伝熱解析コード
（ABAQUS）の適用性について、本申請
の特定兼用キャスクと ABAQUS コードの
解析機能の検証に用いた定常伝熱試験
用供試体との伝熱形態の比較等を踏まえ
て、詳細に説明すること。

16条

Hitz-P24型と定常伝熱試験用供試体
は、主要な構造及び収納物仕様は同
等であり、伝熱形態（伝導、放射、対
流）は同様である。そのため、定常伝熱
試験用供試体の伝熱試験により検証さ
れた伝熱解析コード（ABAQUS）の
Hitz-P24型への適用性は確認されて
いる。
詳細は、第15回審査会合資料1-1
（本資料）の中の「4．指摘事項への
回答」の説明で回答する。

第15回審査会合で
回答。

10
2022/2/8
審査会合

第14回審査会合資料1-4の別紙1に記
載されている除熱解析の保守性について、
保守的となる理由を、感度解析の結果等
を踏まえ、より詳細に説明すること。

16条

詳細は、第15回審査会合資料1-1
（本資料）の中の「4．指摘事項への
回答」の説明で回答する。

第15回審査会合で
回答。
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4. 今後の説明スケジュール
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参考１．Hitz-P24型の概要（構造・収納条件等）
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参考２．承認を受けたキャスクとの違い
（ Hitz-B52型・MSF-24P(S)型・HDP-69BCH(B)型）
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参考２. 承認を受けたキャスクとの違い（津波による損傷の防止）

⚫ 津波による損傷の防止に対する設計方針の比較

確認内容
設計方針

差異
Hitz-P24型 MSF-24P(S)型 HDP-69BCH(B)型

設定方針 津波 浸水深：10m
流速：20m/s
漂流物質量：100トン

浸水深：10m
流速：20m/s
漂流物質量：100トン

浸水深：10m
流速：20m/s
漂流物質量：100トン

同じ

基本方針 安全機能
維持

津波による作用力に対し
て、安全機能を維持

津波による作用力に対し
て、安全機能を維持

津波による作用力に対し
て、安全機能を維持

同じ

設計・評価
の方針

津波波力 「東日本大震災における
津波による建築物被害を
踏まえた津波避難ビル等
の構造上の要件に係る暫
定指針」に基づき設定

「東日本大震災における
津波による建築物被害を
踏まえた津波避難ビル等
の構造上の要件に係る暫
定指針」に基づき設定

「東日本大震災における
津波による建築物被害を
踏まえた津波避難ビル等
の構造上の要件に係る暫
定指針」に基づき設定

同じ

漂流物の
衝突荷重

「道路橋示方書・同解説
（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構
造編）」に基づき設定

「道路橋示方書・同解説
（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構
造編）」に基づき設定

「道路橋示方書・同解説
（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構
造編）」に基づき設定

同じ

荷重の組
合せ

・津波荷重
・漂流物の衝突荷重

・津波荷重
・漂流物の衝突荷重

・津波荷重
・漂流物の衝突荷重

同じ

評価方法 ・津波荷重が設計荷重に
包絡
・設計荷重作用時評価
（有限要素法等）

工学式 ・津波荷重が0.3m落下
荷重に包絡
・0.3m落下評価（有限
要素法等）

HDP-69BCH(B)型と同じ
考え方
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参考２. 承認を受けたキャスクとの違い（外部からの衝撃による損傷の防止）

⚫ 外部からの衝撃による損傷の防止に対する設計方針の比較

確認内容
設計方針

差異
Hitz-P24型 MSF-24P(S)型 HDP-69BCH(B)型

設定方針 最大風速 最大風速100m/sとして
設計荷重を設定

最大風速100m/sとして
設計荷重を設定

最大風速100m/sとして
設計荷重を設定

同じ

設計飛来物 トラック（注1） トラック（注1） トラック（注1） 同じ

基本方針 安全機能維持 竜巻による作用力に対し
て安全機能を維持

竜巻による作用力に対し
て安全機能を維持

竜巻による作用力に対し
て安全機能を維持

同じ

飛来物の衝突
荷重

飛来物の圧潰挙動を無
視し、Rieraの式を用いて
算出

飛来物の圧潰挙動を無
視し、Rieraの式を用いて
算出

飛来物の圧潰挙動を無
視し、Rieraの式を用いて
算出

同じ

評価方法 ・飛来物衝突荷重の条
件が設計荷重の条件に
包絡
・設計荷重作用時評価
（有限要素法等）

・竜巻荷重が津波荷重に
包絡
・津波荷重作用時評価
（工学式）

・竜巻荷重が0.3m落下
荷重に包絡
・0.3m落下評価（有限
要素法等）

HDP-69BCH(B)型と同じ
考え方（ただし、風圧力に
よる荷重は飛来物衝突荷
重と比べて十分小さいため
無視。）

（注１）「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」解説表4.1に基づき、特定兼用キャスクに与える影響が最大となるものを選定




